
Ⅲ－８ 会費の免除または減免に関する内規

（目 的）

第１条 本内規は、集中豪雨はじめ大規模な自然災害等により住宅等の生活基盤や保

有森林、林道、工場など林業、木材産業の経営・生産基盤に深刻な被害を受け

た会員に対し、公益社団法人大日本山林会会費規程第４条の規定に基づき、会

費の免除または減免する措置を講じるために必要な事項を定めるものである。

（対象となる災害と地域）

第２条 本措置は、台風・豪雨、地震、噴火等の大規模な自然災害により国の激甚災

害の指定を受けた市町村またはそれに類する地域を対象に講じることを基本と

するが、火災、爆発等の自然災害以外の災害であっても激甚災害に類するもの

とその被災地域を対象とすることができるものとする。

（対象となる被害）

第３条 本措置は、前条に規定する災害の被災地域において、次の被害を受けた会員

に対して講じる。

(1) 住居の全壊・半壊・流出・浸水など生活基盤の喪失

(2) 林業経営者や林業事業体にあっては保有森林・林道・事務所等の経営基盤

や林業機械など生産基盤への甚大な被害

（対象となる会員）

第４条 正会員・特別会員、個人会員・法人会員を問わず、当会に会費の免除または

減免を申し出たすべての会員を本措置の対象とする。

（本措置の適用期間）

第５条 当該会員の被災の大きさに応じて、被災後最大５年間本措置を適用すること

ができる。

（本措置に係る一連の手続き）

第６条 本措置の適用を希望する会員は、被災後１年以内に別紙「会費の免除または

減免に係る申請書」を作成して常務理事に提出する。

２ 申請書を受理した常務理事は、メール、電話等で申請書の記載内容に疑義が

ないことを確かめた上で、常務役員会に報告する。



３ 常務理事から報告を受けた常務役員会は、被害の大きさ、他の被災会員との

バランス等を配慮して審査を行い、当該措置の内容および適用期間について決

定する。

４ 常務役員会の決定を受けて、常務理事は当該決定内容を会長名で申請者に通

知する。

（本措置終了後の取り扱い）

第７条 本措置終了後、会費の免除または減免する措置がなくなるので、対象会員は

被災前と同様に会費を支払うか任意退会するかいずれかを選択することになる

が、必要やむを得ない場合には、会長は常務役員会の承認を得て、本措置の継

続期間を１回２年間に限り延長することができる。

（本内規の改正等）

第８条 本内規の改正その他本措置の実施に必要な事項は、会長が常務役員会の承認

を得て定める。

附 則 本内規は、当会会費規程第４条の規定に基づき、令和５年３月２３日、令

和４年度第３回理事会の承認を得て定められ、常務役員会が本内規を暫定的

に定めた令和２年９月４日に遡って適用された。


